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平成21 年１２月1 日発行   

 

○平成２２年度の介護職員処遇改善交付金の取扱いについて（キャリアパス要件） 

先般、厚生労働省より示された、介護職員処遇改善交付金の平成２２年度の取扱いについて（キャリアパス要件）

お知らせします。 

○平成２２年度の対象事業者の申請手続きについては、暫定的に現行要領のまま行うものとし、キャリアパス要件等

の設定については、平成２２年２月サービス分からの適用とはしない。 

○交付金事業における「キャリアパス要件の取扱い」については、平成２１年度中に定め、運営要領の改正を行う。 

○平成２２年度の申請手続きの後に、キャリアパス要件に関する届出が必要となるが、その手続きや適用時期につ

いては、可能な限り簡素化を図る等、一定の配慮を行う。 
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※本件に係る厚生労働省事務連絡については「介護職員処遇改善交付金交付申請について」のページに掲載してお

りますので、ご確認ください。（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/shogu/index.html） 

【処遇改善交付金お問い合わせ専用電話】 

TEL０３－５３２０－４３４３  受付時間：平日９時３０分～１７時（１１時４５分～１３時１５分を除く） 

○指定更新申請書を発送しました 

平成１６年６月１日に指定を受けた事業所・施設（介護保険課所管）については、指定更新申請書を１１月下旬に発

送しました。提出期限は平成２２年１月４日（消印有効）です。 

指定更新申請書に印刷されている内容は、平成２１年１０月１６日時点の審査完了データですので、申請書発行以

降に印刷されている内容に変更等があった場合でも、変更届が提出されていれば問題ありません。 

【お問い合わせ先】 （財）東京都福祉保健財団 事業者支援部事業者指定室 ＴＥＬ０３－５２０６－８７５２ 

○お知らせ 
「平成 22 年度の介護職員処遇改善交付金の取扱いについて（キャリアパス

要件）」 
 
「指定更新申請書を発送しました」 

 
「入所者のＮＨＫ受診料免除事由証明を施設長が行えるようになりました」

 
○注  意 

 
「福祉用具の重大製品事故報告について（情報提供）」 
 
「居宅介護支援における特定事業所加算に係る基準の遵守状況に関する
記録について」 
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 編集兼発行 東京都福祉保健局高齢社会対策部介護保険課 TEL０３－５３２０－４５９５ 

○入所者のNHK受診料免除事由証明を施設長が行えるようになりました 

本年１０月以降、日本放送協会（NHK）の放送受信料免除事由の証明先が、従来の区市町村長及び福祉事務所長

に加え、社会福祉施設長に拡大されました。 

これにより、施設入所者が免除申請書を施設長に提出して、施設長から免除事由証明を受けることができるように

なりました。 

なお、不明な点等がございましたら、以下のお問い合わせ先までご連絡ください。 

【お問い合わせ先】 

日本放送協会営業局 ＴＥＬ０３－５４５５－５１６６・６１２１ 

 

○福祉用具の重大製品事故報告について（情報提供） 

経済産業省及び消費者庁が、公表した重大製品事故のうち福祉用具に係るものについて、厚生労働省から情報提

供がありました。（平成２１年１０月２３日・１１月６日付） 

福祉用具は、保険給付の対象種目としての使用、介護保険施設等の設備、備品としての使用等、様々な使用が想

定されますが、利用者の心身の状況や生活環境等に応じた選定がなされた上で、利用者が適切に使用するよう、継

続的な使用状況の確認等、安全性を確保する措置を講じていくことが重要です。 

介護サービス事業所及び介護保険施設等におかれましては、以下のＨＰ掲載の内容をご確認の上、福祉用具が

適切に使用され、事故等の発生が防止されますよう、使用状況の確認及び安全性の確保について、ご確認をお願い

します。 

【東京都福祉保健局ホームページ】 

→東京都介護サービス情報＞利用者の安全確保・事故防止に係る注意喚起 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/tyuui/shouhi/index.html） 

 

○居宅介護支援における特定事業所加算に係る基準の遵守状況に関する記録について 

本加算を取得した特定事業所については、「指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に

伴う実施上の留意事項について（平成１２年３月１日老企第３６号）」において、「毎月末までに、基準の遵守状況に関

する所定の記録を作成し、二年間保存する。」とされています。 

各事業所におかれましては、本通知を再確認し、特定事業所の趣旨に合致した適切な事業運営をお願いします。 

なお、様式につきましては、以下のホームページに掲載しています。 

【東京都福祉保健局ホームページ】 

→東京都介護サービス情報＞事業者指定申請・届出＞加算届出様式 

（http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/shinsei/kasan/index.html） 

【お問い合わせ先】 

介護保険課介護事業者係 ＴＥＬ０３－５３２０－４５９３ 
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